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閣の下で制定されたものである（1 ! 0 
被爆者援護法制をめぐる重要な解釈問題の一つは在外被爆者に対する原爆
三法の適用問題であり，これまで在外被爆者は原爆三法の不適用を不服とし



















































































( 7) 平成7年発健医第 158号。










高裁（最判平成 18年6月13日民集60巻5号 1910頁（ペ最判平成 19年2月
6日民集61巻l号 122頁，最判平成 19年1月1日民集61巻8号2733頁（以
下，平成 19年最判という。））も確認している。
(b）平成 14年大阪高判の後， 402号通達は平成 15年3月に廃止され，健康
管理手当等の支給認定を受けた被爆者は出国しでも手当を支給される扱いに
































































(12) 広島地判平成 18年9月26日判タ 1239号 148頁。















































































(19) 平成 12年 12月28日健医企発第34号。被爆者援護法令研究会編『原爆被爆者関係














































































(26) 『第 131回衆議院厚生委員会会議録』 8号（平成6年 11月25日） 22頁。同旨として
『第 131回衆議院）手牛委員会会議録j8号（平成6年 11月25日） 25頁（谷（修）政府
委員） 『第 131回衆議院厚生委員会会議録』 10号（平成6{j' 12月1日） 5頁（井IH正
ーに『第 131恒l衆議院本会議会議録j15号（平成6年 12月2Fl) 6頁（衆議院議員衛
藤肢 （本会議討論）），第 131回『参議院厚生委員会会議録j11号（平成6年 12月8
































(28) 又坂常人「昭和53年最判判批」行政判例百選I ［第四版J(1999年） 363頁。

















(29) 字賀克也『行政法概説Il （第5版）』（有斐閣， 2015年） 542頁。
(30) 制度個別を見ても， j去18条の一般疾病医療費の支給制度は原爆医療法下の規定を引
き継いだものであるから，昭和53年最判の射程は十分に及ぶものと考えられる。
















































































































































(39) 『第 131回衆議院厚生委員会会議録j9号（平成6if 11月29日） 30頁。谷（｛多）政
府委員による同旨の発言として，『第 131回衆議院厚生委員会会議録j10号（平成6年
12月1日） 12頁，『第 131回参議院厚生委員会会議録』 9号（平成6年12月6R) 2頁。
(40) 福岡高判平成 15年2月7日判タ 1119号 118頁，大阪高判平成 14年12月5日判タ
1111号 194頁など。三木素子「半lj解」前掲註 (11)733頁。同 742貝註8も参照。




























ります。Jと述べている。『第 156[icj衆議院厚生労働委員会会議録j 2号（平成 15年2























131回衆議院厚生委員会会議録』 10号（平成6年 12月1日） 9頁。
また後に大阪高判平成 14年 12月5日判タ 1111号 194頁の上告断念後に，坂口厚労
大臣も「手帳の申請，それから手当の申請，それから手当の再申請，これは日本に来
てもらわなければならないということに今なっているJ と回答している。『第 156回
衆議院予算委員会会議録』 11号（平成 15年2月14日） 32, 33頁。
















































































































































































(52) 野口貴公美「委任命令の違法性の審査」法学教室394号（2013年） 39頁参照o clear 
statement ruleの持つ丘法府への差戻機能について，小林祐紀「法律制定における立法
府に対する明確性の要求J法学政治学論究97号（2013年） 274頁，295頁の註 16参照。























代行政法講座第2巻』（日本評論社， 2015年） 306～ 311頁参照。
(56) 長崎地判平成26年3月25t:I判例集未登載は 法 17条の認定疾病医療費支給制度を
法 18条の一般疾病院療費支給制度とほぼ同じ論拠で京外被爆者の国外医療行為に適肘
されないと判断していた。
276 被爆者援護法の解釈と国家補償（福永）
を狭めようとする政治決断は国際情勢上かなり困難であろうと思われる。
第三に，国家補償法といえど法の適用範囲の問題は立法裁量が認められる
が，国家補償の問題発見機能を重視する見地からは，在外被爆者に対する法
適用の結論を採るならば，救済に支障が無いように新たな立法論ないし政策
論を志向すべきことになる。長崎地判平成26年3月25日判例集未登載が「付
言」として「被爆者援護法のもつ国家補償の趣旨，そして，同法が被爆者の
置かれている特別の健康状態に着目してこれを救済するという人道的目的の
立法であることに照らせば，被告国は，在外被爆者保健医療助成事業ーの拡
充等により，在外被爆者に対して『国内に居住地又は現在地を有する被爆者』
と実質的に差異のない医療費支給に係る援護－を実施すべきである。」と言及
した点は，在外被爆者に法を適用しないとする結論はさておき，少なくとも
国家補償論の見地からは評価されよう。
※本稿は文部科学省科学研究費［課題番号25780011］「公法解釈理論の比較法的検証に基
づく公法教育方法論及び立法技術論の展開の試みjの助成による成果の一部である。
(57) 「介護手当につきましては，これは地域の福祉施策の一環という性格を持っておりま
して，こうしたことから，都道府県や市がその費用の一部を負担することが法律上規
定されていること，毎月の介護の実施状況や介護費用を確認し実費を支払うという仕
組みになっていることなと＼ほかの手当とは事情が異なることがございます。そういっ
たことがございまして，国外からの申請に対応するには困難な面があるわけでござい
まして，この点についても御理解を賜りたいと考えております。J『第 166同衆議院予
算委員会第五分科会会議録.I1号（平成 19年2月28日）22頁（政府参考人外日崇発言）。
